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 8 
In this paper, various environmental measurements are taken in the nursery room at a 9 
nursery school located along the railroad tracks, and appropriate measurement methods 10 
and its judgment criteria are proposed in consideration of the realistic situation. 11 

 12 
１１.  ははじじめめにに 13 

近年、女性の社会進出や共働き世帯の増加により、保育施設に入所できない待機児童の問題が14 
深刻化している。その受け皿となる保育施設において、2001 年の『待機児童解消に向けた児童福15 
祉施設最低基準に係る留意事項等について（厚生労働省）』によると、屋外遊技場に代わるべき公16 
園、広場、寺社境内等が保育所の付近にあるのであれば、これを屋外遊戯場に代えて差し支えな17 
いとの法改正が行われ、こうした施設設置基準の緩和により、待機児童が多い都市部でも通所し18 
やすい駅前等に施設を創設する取り組みが広がっている。保育室の環境は、コミュニケーション19 
が取りやすい事、すなわち音・言葉・音楽等が聞き取りやすい事が重要であるが、駅前のような20 
不特定多数の人々が行き交う公共性の高い場所では、換気等で窓を開けた状態で長時間の保育が21 
行われる現状を鑑みると、施設を取り巻く喧噪に対する保育室の環境整備と保育運営の両面から22 
の対策が不可欠であると言える。また幼稚園では『学校環境衛生基準』が適用され室内環境の判23 
定基準１）２）が定められているのに対し、保育所では『保育所保育指針』により温度、湿度、換気、24 
採光、音等の環境を常に適切な状態に保持する努力を促す文言３）はあるものの、室内環境に関す25 
る具体的な基準値は示されておらず、各保育所に委ねられているのが現状である。また、既往研26 
究４）においても、保育所における熱・空気・光・音の環境要素について包括的にそれらの基準値27 
を検証したものは十分にはない。 28 

本研究では、線路沿いに立地する保育施設にて実際に保育室内の環境測定を行い、都市環境及29 
び喧噪が保育施設に与える影響を把握し、学校環境衛生基準を参照しながら保育室における環境30 
測定の手法やその判定基準に関する知見を得ることを目的とする。 31 
 32 
２２.  幼幼稚稚園園ににおおけけるる学学校校環環境境衛衛生生基基準準とと保保育育所所ででのの環環境境測測定定方方法法のの考考案案 33 

幼稚園における室内環境整備は「学校環境衛生基準」を基に進められており、保育所における34 
室内環境整備においてもこれを参考にし、実状に即した測定項目や測定方法を考案することとし35 
た。前述のように、保育所は設置基準が緩和され、極小規模なものが既存建築物の１室等に計画36 
されることや、既存の保育所においても容易に測定できることを考慮し、以下の８つの測定項目37 
を選定した。なお、本研究では線路沿いに立地する保育施設を採りあげており、振動に関する測38 
定を行うことも考えられるが、これに関しては「学校環境衛生基準」にも定めがなく、取り扱い39 
には根底からの検討を要するため、今回は測定項目から除外した。 40 
 41 
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２２.１１ 気気温温 42 
気温は、健康的で快適な保育環境を維持するための指標のうち最も基本的なものであり、学校43 

環境衛生基準では、授業中の教室の机上１ヶ所にて測定を行うとされている。保育所では、低年44 
齢児の活動範囲も想定し、空調機を稼働させた状態で床上にて測定することを標準とし、園児が45 
在室する状況で測定を行う場合は、手の届かない棚上等でも可とする。 46 
２２.２２ 湿湿度度 47 

湿度は、低すぎると喉の粘膜の防御機能を低下させ、インフルエンザ等の感染症にかかりやす48 
くなり、高すぎると雑菌の繁殖を促進することになる。学校環境衛生基準では、授業中の教室の49 
机上１ヶ所にて測定を行うとされているが、保育所では、気温と同様、低年齢児の活動範囲を想50 
定し、空調機を稼働させた状態で床上にて測定することを標準とし、園児が在室する状況で測定51 
を行う場合は、手の届かない棚上等でも可とする。 52 
２２.３３ 二二酸酸化化炭炭素素濃濃度度（（ＣＣＯＯ２２濃濃度度）） 53 

二酸化炭素濃度は、屋内の換気の状況を判定する指標となり、コロナ禍においては特に重要視54 
されるものとなる。学校環境衛生基準では、授業中の教室の机上１ヶ所にて測定を行うとされて55 
いるが、保育所では、低年齢児の活動範囲を想定し、床上にて測定することを標準とし、園児が56 
在室する状況で測定を行う場合は、手の届かない棚上等でも可とする。なお、温熱環境の維持の57 
ため空調機を稼働させ、窓を閉めた状態での測定が実情に即したものと考える。 58 
２２.４４ PM2.5 濃濃度度 59 

屋内空気の汚染度の指標としては、浮遊粉塵濃度を測定することが一般的であり、学校環境衛60 
生基準では、授業中の教室の机上１ヶ所にて測定を行うとされている。しかしながら、粉塵計は61 
高価で一般には入手しにくいため、測定対象となる粒径 10μm 以下の浮遊粉塵 SPM の濃度と相関62 
があり５）、測定器が入手しやすい PM2.5 濃度を測定することとした。保育所では、低年齢児の活63 
動範囲を想定し、床上にて測定することを標準とし、園児が在室する状況で測定を行う場合は、64 
手の届かない棚上等でも可とする。二酸化炭素濃度と同様、空調機を稼働させ、窓を閉めた状態65 
での測定とする。 66 
２２.５５ 気気流流 67 

人体の快適性の観点においては、強すぎる気流は不快とされるが、屋内においても適度な空気68 
の動きがある方が望ましいとされている。学校環境衛生基準では、授業中の教室の机上１ヶ所に69 
て測定を行うとされているが、保育所では、低年齢児の活動範囲を想定し、床上にて測定するこ70 
ととする。自然風は対象としておらず、空調機による気流のみを対象としているため、園児が在71 
室しない状況で空調機を稼働させ、窓を閉めた状態で空調吹き出し口からの気流を測定する。 72 
２２.６６ 照照度度 73 

照度は、視作業に応じた値とし、障害物が認識できる等、安全が確保されるよう設定しなけれ74 
ばならないが、過剰になると眩しい状態（グレア）を生じさせる。学校環境衛生基準では、授業75 
中の教室内に均等に分散配置した机上９ヶ所の測定位置について測定を行うとされているが、保76 
育所では、低年齢児の活動範囲を想定し、床上９ヶ所にて測定することとする。同基準では、昼77 
光による照度を含めた測定も想定されているが、天候の影響を受けて測定が複雑となることや、78 
安全側の測定となることを鑑みて、今回は昼光を対象とせずに人工照明のみを対象とし、園児が79 
在室しない状況で窓やカーテンを閉めて遮光した状態で測定する。 80 
２２.７７ 外外部部騒騒音音 81 

施設外部からの騒音が著しいと本の読み聞かせや歌唱の妨げとなり、保育空間は閑静であるこ82 
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Ｎ園の概要

敷地面積 1183.49㎡

建物延べ面積 998.23㎡

建物構造 RC造 2階建て

定員 2号認定48人､3号認定42人

入園年齢 6ヵ月～就学まで

保育時間 7時～19時

とが望まれる。学校環境衛生基準では、児童生徒等が在室しない状況の教室の窓側にてＡ特性で83 
５分間、等価騒音レベルＬAeq の測定を行うとされている。その際、窓は開放・閉鎖の両方の状態84 
で測定を行うが、顕著な騒音源が存在する場合は別途対応とすることが定められており、今回の85 
測定では窓を閉鎖した状態で行うこととした。 86 
２２.８８ 内内部部騒騒音音 87 

施設外部からの騒音以外に園庭等からの内部騒音も保育や昼寝の妨げとなる。学校環境衛生基88 
準では、外部騒音と同様に教室の音源側にて等価騒音レベルＬAeq の測定を行うとされている。小89 
規模な保育所では、園児が在室しない状況は休園日であり、内部騒音が平常通りに発生しない可90 
能性があり、園児が在室する状況での測定も想定する必要がある。なお、窓の開閉については外91 
部騒音と同様とする。 92 
 93 
３３.  線線路路沿沿いいにに立立地地すするる保保育育施施設設ででのの実実測測とと判判定定基基準準のの提提案案 94 

保育施設における室内環境測定の事例として、兵庫県の第一種中高層住居専用地域にある幼保95 
連携型認定こども園であるＮ園での実測結果を示し、その結果から各測定項目の測定方法や判定96 
基準について考察する。Ｎ園の１階平面図と施設概要を図１に示す。測定対象室は、同図に示さ97 
れる鉄道線路から約 10m の距離にある０歳児室である。当該室は最も低年齢の児童が使用し、環98 
境衛生上も特に配慮が必要となることからこれを選定した。 99 

前章の測定項目のうち、気温・湿度・二酸化炭素濃度・PM2.5 濃度は空気質測定器 PM-1064SD100 
を用い、2022 年 7 月 27 日の午前 7:05 から午後 2:15 まで 10 分間隔で測定した。当日の天気は曇101 
りのち晴れで、測定時間中の外気の気温と湿度を図２・図３に示す。測定時は保育中となるため、102 
園児の手が届かないよう図１の○ａ 点に示す保育室内の棚上に測定器を設置した。気流・照度はマ103 
ルチ環境測定器 EMC-9400SD を用い、気流は 2022 年 7 月 23 日の午後 2:00 頃に、照度は 2022 年104 
7 月 26 日の午後 6:30 頃に、ともに園児が在室しない状況で測定した。外部騒音・内部騒音は騒音105 
計 SL-4023SD を用い、外部騒音は 2022 年 7 月 23 日の午後 2:12 から午後 2:24 まで５秒間隔で園106 
児が在室しない状況にて、内部騒音は 2022 年 7 月 27 日の午前 7:00 から午後 6:00 まで５秒間隔107 
で園児が在室する状況にて測定を行った。以下、各測定項目における詳細を記載する。 108 

 109 
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図図１１  ＮＮ園園のの１１階階平平面面図図とと施施設設概概要要  123 
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３３.１１ 気気温温 124 
気温の測定結果を図２に示す。測定時は保育中で空調機を稼働させているため数値は 26.5℃～125 

28.2℃で推移しており、著しい変動は見られない。現実的な測定方法としては、保育中に 5 分程126 
度の間隔で気温をモニターすることで十分と考えられる。 127 

学校環境衛生基準では、適切な気温範囲は 17℃以上 28℃以下とされており、今回の測定結果は128 
概ねこの範囲内に収まっている。保育所でもこの判定基準に準ずることを基本とするが、低年齢129 
児においては体温調節能力が低いことから、適切な気温範囲を上下で若干狭めるような配慮も必130 
要と考えられる。 131 
３３.２２ 湿湿度度 132 

湿度の測定結果を図３に示す。測定時は保育中で空調機を稼働させているため数値は 60.2%～133 
69.2%で推移しており、著しい変動は見られない。現実的な測定方法としては、保育中に 5 分程度134 
の間隔で湿度をモニターすることで十分と考えられる。 135 

学校環境衛生基準では、適切な湿度範囲は 30%以上 80%以下とされており、今回の測定結果は136 
この範囲内に収まっている。保育所でもこの判定基準に準ずることで妥当と考える。 137 
 138 
 139 
 140 
 141 
 142 
 143 
 144 
 145 
 146 
 147 

図図２２  気気温温のの測測定定結結果果                          図図３３  湿湿度度のの測測定定結結果果  148 

 149 
３３.３３ 二二酸酸化化炭炭素素濃濃度度（（ＣＣＯＯ２２濃濃度度）） 150 

二酸化炭素濃度の測定結果を図４に示す。測定時は保育中で空調機と換気扇を稼働させて窓を151 
閉めた状態となっているが、数値は 466ppm～703ppm で推移しており、著しい変動は見られない。152 
現実的な測定方法としては、保育中に 5 分程度の間隔で二酸化炭素濃度をモニターすることで十 153 
 154 
 155 
 156 
 157 
 158 
 159 
 160 
 161 
 162 
 163 

図図４４  二二酸酸化化炭炭素素のの測測定定結結果果                    図図５５  PPMM22..55 のの測測定定結結果果  164 
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分と考えられる。 165 
学校環境衛生基準では、適切な二酸化炭素濃度は 1500ppm 以下とされているが、昨今のコロナ166 

禍における換気基準では 1000ppm 以下とされている。今回の測定結果は後者の範囲内に収まって167 
おり、感染症対策の観点からも保育所では後者の判定基準に準ずることとする。 168 
３３.４４ PM2.5 濃濃度度 169 

PM2.5 濃度の測定結果を図５に示す。測定時は保育中で空調機と換気扇を稼働させて窓を閉め170 
た状態となっているが、数値は 10.0μg/㎥～32.0μg/㎥で推移しており、著しい変動は見られない。171 
現実的な測定方法としては、保育中に 5 分程度の間隔で PM2.5 濃度をモニターすることで十分と172 
考えられる。 173 

学校環境衛生基準では、屋内空気の汚染度の指標として浮遊粉塵濃度が用いられ、その適切な174 
範囲は 0.10mg/㎥以下とされているが、これと相関がある PM2.5 濃度に換算すると 64.79μg/㎥以175 
下となり、今回の測定結果はこの範囲内に収まっている。保育所では測定器の調達が容易な PM2.5176 
を測定し、その基準を 60.0μg/㎥以下とすることを提案する。 177 
３３.５５ 気気流流 178 

気流の測定は自然風を除き、空調機や扇風機による気流のみを対象としており、図６に示す気179 
流源付近の①～④の位置の床上高さにて測定した。測定時には園児は在室しておらず、壁掛け型180 
の空調機と扇風機とを稼働させ、窓を閉めた状態となっており、それぞれの気流源からの風速が181 
最大となる位置での記録を取った。同図中の矢印はその時の気流の方向で、数値は風速を表して182 
いる。現実的な測定方法としては、当該方法で問題ないと考えられる。 183 

学校環境衛生基準では、適切な気流範囲は 0.5m/s 以下とされており、今回の測定結果はこの範184 
囲内に収まっている。保育所でもこの判定基準に準ずることで妥当と考える。 185 
 186 
 187 
 188 
 189 
 190 
 191 
 192 
 193 
 194 
 195 
 196 
 197 
 198 

図図６６  気気流流のの測測定定結結果果  199 

 200 
３３.６６ 照照度度 201 

照度の測定は昼光を除き、人工照明による照度のみを対象としており、図７に示す保育室内に202 
均等に分散させた①～⑨の位置の床上高さにて測定した。同図に示す通り、室内にはダウンライ203 
ト、ブラケットライト、シーリングライトが配され、測定時には園児は在室しておらず、窓とカ204 
ーテンを閉めた状態となっており、図中の数値は照度を表している。現実的な測定方法としては、205 
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当該方法で問題ないと考えられる。 206 
学校環境衛生基準では、適切な照度範囲は 300Lx 以上とされており、保育所でもこれに準ずる207 

ことで妥当と考える。測定結果を見ると、一部、照度値が基準を大きく下回る部分があるが、こ208 
れは昼寝等の保育室の利用形態に合わせて意図的に照明器具から光源を除去しているためであり、209 
一室で多様な保育活動が行われる保育所特有の事情が示唆される。今回の測定では昼光による照210 
度も含めておらず、照度に関しては、単純に基準値以上であることに縛られず、保育室の利用形211 
態に応じた照明器具の点灯区分等にも配慮し、明るさを要しない状況においては基準値を下回る212 
ことも差し支えないものとする。 213 
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図図７７  照照度度のの測測定定結結果果  227 

 228 
３３.７７ 外外部部騒騒音音 229 

測定対象となる保育室は北側で鉄道線路に面しており、図１に示す窓前○ｂ 点の窓中央高さに230 
て施設外部からの騒音を測定した。その結果を図８に示す。測定時には園児は在室しておらず、231 
窓を閉めた状態となっており、数値は 42.0dB～65.2dB で推移している。瞬間的に騒音値が高くな232 
っている部分は電車の通過を示しており、電車の通過回数が最も多くなる午後 2:19～午後 2:24 の233 
５分間で騒音エネルギーを時間平均した等価騒音レベルＬAeq を求めたところ 52.1dB となった。 234 
 235 
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 245 

図図８８  外外部部騒騒音音のの測測定定結結果果  246 
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学校環境衛生基準では、騒音の基準値として窓を閉めた状態でのＬAeq を 50dB 以下と定めてお247 
り、今回の測定結果はこれを若干上回っている。計算対象とした５分間は、その前の５分間と比248 
べても電車の通過回数が多く、これをもって終日の騒音の状況を代表する値とすることには疑問249 
が残るが、今後、駅前等での小規模な保育施設の創設が広まっていく中で、外部騒音に関しては250 
測定結果に基づき、二重サッシにする等の実状に応じた対策を検討する必要があると考える。な251 
お、学校環境衛生基準では、窓を開放・閉鎖した両方の状態で測定することとされているが、今252 
回の測定のように顕著な騒音源がある状況で窓を開放して保育を行うことは考えにくく、窓を閉253 
鎖した状態での測定のみで差し支えないと考える。その他の測定方法に関する要点や判定基準は、254 
学校環境衛生基準に準ずることで問題ないものとする。 255 
３３.８８ 内内部部騒騒音音 256 

施設内部からの騒音については、園児が在室する通常の保育時に測定する必要があるため、空257 
気質の測定と同様に、園児の手が届かないよう図１の○ａ 点に示す保育室内の棚上に測定器を設258 
置して行った。その結果を図９に示す。測定時は窓を閉めた状態で、園児は在室しているが、同259 
図では室内の園児が全員昼寝の眠りに就いた午後 1:08～午後 1:20 の結果を示しており、在室する260 
園児の声等の影響は表れていない。数値は 48.6dB～58.1dB で推移しており、最大値 58.1dB を含261 
む午後 1:15～1:20 の５分間で等価騒音レベルＬAeq を求めたところ 55.5dB となった。 262 

外部騒音の測定時と比べ、最大値が低くなっているのは測定器の設置位置が窓から離れ、電車263 
の通過時の騒音値が下がったためである。一方、ＬAeq が高くなっているのは、室内で常時、空調264 
機や扇風機が稼働していたためである。騒音の測定において、測定対象室内にある騒音源につい265 
ては園児の声と同様、本来は取り除かれるべきものであり、今回の測定によるＬAeq の値が学校環266 
境衛生基準における基準値 50dB を上回っていることについては、差し支えないものと考える。267 
以上を踏まえ、測定方法や判定基準自体については、外部騒音と同様に、学校環境衛生基準に準268 
ずることで問題ないものとする。 269 

今回の測定では、その他、内部騒音についての顕著な特徴は見い出せなかったが、別途のヒア270 
リングにおいては、当該保育室に隣接する調理室からの騒音が著しいとの意見が聞かれた。今回271 
の測定でも、終日の測定データには、それらしい高出力の騒音値が表れていたが、それが調理室272 
からの騒音であるとまでは特定できなかった。内部騒音は、園児が在室せず、かつ、対象音が存273 
在する状況で測定しなければならず、対象音に応じた測定時間のタイミングや状況、測定位置等274 
について十分に検討する必要がある。 275 
 276 
 277 
 278 
 279 
 280 
 281 
 282 
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 284 
 285 
 286 

図図９９  内内部部騒騒音音のの測測定定結結果果  287 
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４４.  ままととめめ 288 
前章まで、これから増加していくことが予測される小規模の保育施設において、保育室内の適289 

切な環境整備の達成に資するべく、各環境要素の現実的な測定方法やその判定基準に関して、学290 
校環境衛生基準を基に考察してきた。それらの結果をまとめたものを表１に示す。気温・湿度・291 
二酸化炭素濃度・PM2.5 濃度の空気質に関する項目および気流については、現状、窓を閉じた状292 
態での機械設備による調整が専らであり、安定した環境が構築されやすいことから、保育施設に293 
おいても学校環境衛生基準に準じて測定・判定することで差し支えないと考える。照度に関して294 
は、測定方法や判定基準については学校環境衛生基準に準じることで問題ないが、昼寝時の部分295 
消灯等、一室で多様な保育活動が行われる保育室の利用形態に応じた照明器具の点灯区分に配慮296 
が必要である。また、自然採光に関しては、学校環境衛生基準では厳密には取り上げられていな297 
いが、特に既存建築物における室の用途を変更して保育室とする場合は、窓開口の有効採光面積298 
が建築基準法６）の規定を満たしているかは確認すべきである。 299 

駅前等の都市部で保育施設を創設する場合に、最も検討を要するものが外部・内部騒音となり、300 
原則、学校環境衛生基準に従って測定・判定を行い、結果に応じて適切に対策を施す必要がある。301 
特に、騒音源に応じて測定のタイミングや状況・位置を調整し、その騒音源による騒音値を確実302 
に測定することが求められる。しかしながら、保育施設の創設前ではその騒音源を再現できない303 
場合があり、創設後ではその騒音源だけを抽出することが困難な場合もある。保育施設が既存建304 
築物の一部に創設される場合などは、他の所有区分の部位からの騒音等、さらに騒音源の特定が305 
困難となり、慎重な調査・検討が必要となる。 306 
  307 

表表 11  環環境境測測定定方方法法とと判判定定基基準準のの一一覧覧  308 

 309 
 310 
 311 
 312 
 313 
 314 
 315 
 316 
 317 
 318 
 319 
 320 
 321 
 322 

環境測定については厳密に執り行おうとすれば際限はなく、小規模な保育施設を創設しようと323 
する事業者にとっては大きな負担となる可能性がある。一方、負担であるからと言って事業者に324 
より保育室内の環境が適切に整えられているかを十分に確認できていない施設に子どもを預ける325 
ことは保護者にとって不安となる。本研究による環境測定に関する知見は、現実的な状況を鑑み326 
ながら室内環境を適切に維持するための測定方法やその判定基準を提案するものであり、これに327 
より良質な保育施設の創設が一層促され、待機児童の減少に寄与できることを期するものである。 328 

測定の意義 測定方法 判定基準 備考

(1) 気温 温熱環境の適否を判定
保育時に、空調を稼働し、床
上もしくは棚上で測定

17℃以上～28℃以下
低年齢児は体温調節
能力が低いことに配慮

(2) 湿度
感染症リスクや、雑菌の
繁殖に影響

保育時に、空調を稼働し、床
上もしくは棚上で測定

30％以上～80％以下

(3) ＣＯ２濃度 換気状況の把握
保育時に、実状の換気状況
で、床上もしくは棚上で測定

1000ppm以下
感染症対策上の換気
基準に配慮

(4) PM2.5濃度 空気汚染の程度を把握
保育時に、実状の換気状況
で、床上もしくは棚上で測定

60μg/㎥以下
(SPMで0.10mg/㎥相当)

浮遊粒子状物質SPM
との相関を利用

(5) 気流
空調機等からの吹出気
流による不快感の抑制

休園日に、空調を稼働し、窓を
閉めて床上で測定

0.5m/s以下
窓からの自然風は対
象外

(6) 照度
視作業・遊戯に適した明
るさの確保

休園日に、窓やカーテンを閉
め、人工照明のみを点灯し、
床上９ヶ所にて測定

300Lx以上
（明るさを要しない

    状況では低減可）

昼寝時の消灯を想定し
た点灯区分に配慮
自然採光は窓開口の
有効採光面積で確認

(7) 外部騒音
線路等の施設外からの
騒音の程度を把握

休園日に、窓を開閉し、窓高さ
で測定

ＬAeqが50dB以下(窓閉)

ＬAeqが55dB以下(窓開)

窓の開閉は状況に応
じて選択可(以下同様)

(8) 内部騒音
施設内の他の場所から
の騒音の程度を把握

保育時(室内は閑静状態とす
る)に、窓を開閉して測定

ＬAeqが50dB以下(窓閉)

ＬAeqが55dB以下(窓開)

騒音源による値を確実
に捉えられるよう配慮

測定項目
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